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改  正  案 改  正  前 参 考 条 例 等 条例案・制度設計の考え方 

上越市議会会議規則 上越市議会会議規則  ○地方自治法１０２条の２による通年会期制導入の１４市の会議規則も参考にした 

（参集） 

第１条 議員は、招集の当日開議定刻前に議

事堂に参集し、その旨を議長に通告しなけ

ればならない。 

（参集） 

第１条 議員は、招集の当日開議定刻前に議

事堂に参集し、その旨を議長に通告しなけ

ればならない。 

【秦野市】 

第１条 議員は、開議定刻前に議場に参集

し、その旨を議長に通告しなければならな

い。 

【文言整理】 

○市長の招集が一般選挙後初めての会議のみとなるため、文言を整理 

○開議とは、その日の会議を始めることをいう。 

○改正を行っているのは、１／１４市 

（会議期間） 

第５条 議会は、上越市議会の会期等に関す

る条例（令和  年上越市条例第  号）

第２条又は第３条の規定により会議を開く

ときは、会議の期間（以下「会議期間」と

いう。）を定めなければならない。 

２ 会議期間は、上越市議会の会期等に関す

る条例第２条第１項各号に掲げる日（同条

第３項の規定による変更があったときは、

当該変更があった日又は期間の初日）又は

第３条の規定により会議を開いた日に議会

の議決で定める。 

（会期） 

第５条 会期は、毎会期の初めに議会の議決

で定める。 

２ 会期は、招集された日から起算する。 

【久慈市】 

第５条 会議は、定例会議及び臨時会議とす

る。 

２ 定例会議は、久慈市議会の会期等に関す

る条例（平成２６年久慈市条例第２８号）

第２条各号に規定する月の定例日に開催す

る会議とする。 

３ 臨時会議は、前項以外の会議とする。 

【会議期間】 

○会期に関する規定が不要となるため、文言を整理 

○オリジナル規定 

○会議の開催は議長の専権事項であるが、これまでの定例会の会期に相当する期間を

「会議期間」として、議決事件を審議するおおむねの期間を設定する。 

 

○１４市全てが改正を行っており、そのうち全部削除とする市は９市 

○残り５市は、左の久慈市の例のように、会議の名称を定める条文に改正している。 

 

○会津若松市議会や秦野市議会など、いくつかの市議会は会議の初日に会議期間を定

める運用をしている。 

（会議期間の変更） 

第６条 会議期間は、議会の議決で変更する

ことができる。 

（会期の延長） 

第６条 会期は、議会の議決で延長すること

ができる。 

 【会議期間の変更】 

 

第７条 削除 （会期中の閉会） 

第７条 会議に付された事件を全て議了した

ときは、会期中でも議会の議決で閉会する

ことができる。 

 【文言整理】 

○会期に関する規定が不要となるため、文言を整理 

○「第○条 削除」は、条が残るため条ずれが生じない。 

（議会の開閉） 

第８条 議会の開閉は、会議期間ごとに議長

が宣告する。 

（議会の開閉） 

第８条 議会の開閉は、会議の期間とに議長

が宣告する。 

 【議会の開閉】 

○「ただいまから令和 年第 回上越市議会定例会を開会いたします。」と「これに

て令和 年第 回上越市議会定例会を閉会いたします。」のセリフのこと。 

○通年会期導入後は、「ただいまから令和 年上越市議会第 回会議を開会いたしま

す。」とする。 

（一事不再議） 

第１５条 議会で議決された事件について

は、同一の会議期間中は再び提出すること

ができない。 

（一事不再議） 

第１５条 議会で議決された事件について

は、同一会期中   は再び提出すること

ができない。 

【小松島市】 

第１５条 議会で議決された事件について

は、同一会議中は、再び提出することがで

きない。 

【一事不再議】 

○通年会期制では、改正をしない場合に一事不再議原則に不都合が生じるため、会期

を同一会議期間に改正する。 

○全ての市が改正を行っており、同様の改正は４市 

（発言の取消し又は訂正） 

第６５条 発言した議員は、その会議期間中

に限り、議会の許可を得て発言を取り消

し、又は議長の許可を得て発言の訂正をす

ることができる。ただし、発言の訂正は、

字句に限るものとし、発言の趣旨を変更す

ることはできない。 

（発言の取消し又は訂正） 

第６５条 発言した議員は、その会期中ああ

に限り、議会の許可を得て発言を取り消

し、又は議長の許可を得て発言の訂正をす

ることができる。ただし、発言の訂正は、

字句に限るものとし、発言の趣旨を変更す

ることはできない。 

【福島市】 

第６５条 発言した議員は、その会議の期間

中に限り、議会の許可を得て発言を取り消

し又は議長の許可を得て発言の訂正をする

ことができる。ただし、発言の訂正は、字

句に限るものとし、発言の趣旨を変更する

ことはできない。 

【発言取消・訂正】 

○通年会期制では、改正をしない場合に発言取消・訂正に不都合が生じるため、会議

期間の単位で取消などができるよう改正する。 

○全ての市が改正を行っており、同様の改正は７市 

100907
テキストボックス
資料５



2 

改  正  案 改  正  前 参 考 条 例 等 条例案・制度設計の考え方 

（会議録の記載事項） 

第７８条 会議録に記載する事項は、次のと

おりとする。 

⑴ 略 

⑵ 開議、散会、延会、中止及び休憩の年

月日時 

⑶～⒂ 略 

２ 略 

（会議録の記載事項） 

第７８条 会議録に記載する事項は、次のと

おりとする。 

⑴ 略 

⑵ 開議、散会、延会、中止及び休憩の日

時   

⑶～⒂ 略 

２ 略 

 【文言整理】 

○実態に合わせて、文言を整理 

（会議録の作成時期） 

第７８条の２ 上越市議会の会期等に関する

条例第２条の規定により開く会議の会議録

は、次の定例日（同条第１項に規定する定

例日をいう。）までに作成するものとす

る。 （追加） 

 【会議録の作成時期】 

○通年会期制では、定例会がないため、会議録作成の時期を会議規則に定めるほうが

よいとされていることから、先例に基づき定めるもの 

○先例№２４１ 会議録は、遅くとも次期定例会までに完成させる。（Ｓ５１.９.３

０常任委員長会議） 

（閉会中の継続審査） 

第１０４条 委員会は、次の会期においても

なお審査又は調査を継続する必要があると

認めるときは、その理由を付け、委員長か

ら議長に申し出なければならない。 

（閉会中の継続審査） 

第１０４条 委員会は、閉会中もあああああ

なお審査又は調査を継続する必要があると

認めるときは、その理由を付け、委員長か

ら議長に申し出なければならない。 

【厚木市】 

第９８条 委員会は、次の会期においてもな

お審査又は調査を継続する必要があると認

めるときは、その理由を付け、委員長から

議長に申し出なければならない。 

【文言整理】 

○通年会期制では、閉会中の概念がないため、文言を整理 

○１４／１４市が同様の改正 

（議長及び副議長の辞職） 

第１４３条 議長が辞職しようとするときは

副議長に、副議長が辞職しようとするとき

は議長に、辞表を提出しなければならな

い。 

２ 前項の辞表は、議会に報告し、討論を用

いないで会議に諮ってその許否を決定す

る。 

３ 閉会中に副議長の辞職を許可した場合

は、議長は、その旨を次の議会に報告しな

ければならない。       （削除） 

（議長及び副議長の辞職） 

第１４３条 議長が辞職しようとするときは

副議長に、副議長が辞職しようとするとき

は議長に、辞表を提出しなければならな

い。 

２ 前項の辞表は、議会に報告し、討論を用

いないで会議に諮ってその許否を決定す

る。 

３ 閉会中に副議長の辞職を許可した場合

は、議長は、その旨を次の議会に報告しな

ければならない。 

【地方自治法】 

第１０８条 普通地方公共団体の議会の議長

及び副議長は、議会の許可を得て辞職する

ことができる。但し、副議長は、議会の閉

会中においては、議長の許可を得て辞職す

ることができる。 

【柏崎市】 

第１４５条 議長が辞職しようとするときは

副議長に、副議長が辞職しようとするとき

は議長に、辞表を提出しなければならな

い。 

２ 前項の辞表は、議会に報告し、討論を用

いないで会議に諮ってその許否を決定す

る。 

【文言整理】 

○地方自治法の規定では、副議長は閉会中に議長の許可で副議長の職を辞職できる

が、閉会中がなくなるため議長の許可で辞職できなくなる。このため、文言を整理 

○全ての市が同様の改正を行っている。 

（議員の辞職） 

第１４４条 議員が辞職しようとするとき

は、議長に辞表を提出しなければならな

い。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、議員の

辞職について、準用する。 

（議員の辞職） 

第１４４条 議員が辞職しようとするとき

は、議長に辞表を提出しなければならな

い。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、議員の

辞職について、準用する。 

【地方自治法】 

第１２６条 普通地方公共団体の議会の議員

は、議会の許可を得て辞職することができ

る。但し、閉会中においては、議長の許可

を得て辞職することができる。 

【柏崎市】 

第１４６条 議員が辞職しようとするとき

は、議長に辞表を提出しなければならな

【文言整理】 

○地方自治法の規定では、議員は閉会中に議長の許可で議員の職を辞職できるが、閉

会中がなくなるため議長の許可で辞職できなくなる。このため、文言を整理（引用

を整理） 

○全ての市が同様の改正を行っている。 
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改  正  案 改  正  前 参 考 条 例 等 条例案・制度設計の考え方 

い。 

２ 前条第２項の規定は、議員の辞職につい

て、準用する。 

附 則 

この条例は、令和８年５月１日から施行す

る。 

   

 




